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申込方法 

・ 郵送申請と同様に受審申込票により申し込みます。（手引きP４） 

・ 決算変更届をJCIPで届出し，経審をJCIPで申請する場合には，決算変更届の提出から３週間以上

の期間を空けること無く，JCIPからの決算変更届の「届出確認済」の通知後，経審の申請を行うこと

ができます。

申請方法 

・ JCIPのログインにはGビズIDプライムが必要です。（マニュアルP２２） 

・ JCIPにログイン後，ブラウザ上で申請書を作成し，確認書類をアップロードして申請してください。 

・ 代理申請の委任状については，JCIP上で委任状を作成してください。（マニュアルP３１） 

再審査はシステムが現時点で非対応なため，当面の間は郵送審査のみとなります。 

手数料納付方法 

・ 申請すると，手数料納付案内の通知がありますので，インターネットバンキングにて納付してくださ

い。（マニュアルP１６２）なお，電子申請の場合は収入証紙による納付はできません。

事前にご利用の金融機関が対応しているか、事業管理課ホームページのリンクよりご確認くださ

い。

・ 審査を受けるためには，下記のとおり提出期限までに納付を完了する必要がありますが，手数料納付

案内は，事業管理課で申請書の到達を確認した後に通知されるため，申請書の送信から通知までタイ

ムラグが発生します。提出期限に余裕をもって，申請書を作成・送信してください。 

審査 

・ 提出期限（郵送審査と同日）の１５時３０分までに納付完了したものを審査日に審査を行います。

・ 電子申請では，受付票の運用は行いません。ステータス情報がJCIPから申請者へ通知されるため，

そちらでご確認ください。 

・ 補正がある場合には，JCIPから補正指示が通知されますので，申請後は小まめに通知をチェックし

てください。通知に気づかずに補正の対応が遅れた場合は，結果通知日が繰延になることがあります。 

結果通知 

・ 結果通知書は紙に印刷し押印したものを結果通知日に発送します。

・ 代理人あてへ郵送を希望する場合は封筒を別途送付してください。封筒には必ず代理人として申請

する建設業者の許可番号と会社名を記載してください。 
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申請書の作成

・ JCIPにおいて，入力内容を自動的にチェックしています。エラーが発生していると申請できません

ので，エラーメッセージを確認し，エラーを解消してください。 

（よくあるエラー：完成工事高の合計が合わない，確認書類の添付漏れ，など） 

・ 別表【添付書類の一覧】を確認し，指定されたページより確認書類をアップロードしてください。 

・ 「その他の審査項目（社会性等）」にいて，該当する項番で「有」等を選択した場合には，必ず確認

書類を添付してください。添付が無い場合は，エラーとなります。 

【注意事項】郵送申請との確認書類の違い

１ 経営状況分析結果通知書 

項番【20】において，経営状況分析結果通知書の認証キー（16桁）を入力した場合，経営状況分析

結果通知書の添付は不要です。（マニュアルP２８３） 

２ 消費税納税証明書（その１） 

消費税の納税証明書は，「納税情報取得」機能により納税情報を取得できます。（e-Tax認証が必要

になります。）この場合，納税証明書の添付は不要です。（マニュアルP１２２） 

３ 技術職員の資格等を証明する資料 

保有する資格を証明する書面の省略 

前年の申請から変更がない場合には省略が可能ですが，前年の申請と全く同様で監理技術者資格者

証の所持者もいない場合には，前年申請の技術職員名簿の控えを添付してください。 

（JCIPの仕様により，何も添付しない状態だとエラーが発生します。） 
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技術検定の合格証明書 

建設業法の技術検定は資格番号を入力する場合，前年から変更，新規の場合であっても，添付が不

要になります。 

【資格番号の入力により資格証の添付が不要になる資格とコード】 

１級建設機械施工技士 111 ２級電気工事施工管理技士 228 

２級建設機械施工技士 212 ２級電気工事施工管理技士補 22F 

１級土木施工管理技士 113 １級管工事施工管理技士 129 

１級土木施工管理技士補 11H １級管工事施工管理技士補 12G 

２級土木施工管理技士 214/215/216 ２級管工事施工管理技士 230 

２級土木施工管理技士補 21J/21K/21L ２級管工事施工管理技士補 23A 

１級建築施工管理技士 120 １級電気通信工事施工管理技士 131 

１級建築施工管理技士補 12C ２級電気通信工事施工管理技士 232 

２級建築施工管理技士 221/222/223 １級造園施工管理技士 133 

２級建築施工管理技士補 22D １級造園施工管理技士補 13D 

１級電気工事施工管理技士 127 ２級造園施工管理技士 234 

１級電気工事施工管理技士補 12E ２級造園施工管理技士補 23E 

４ 監理技術者資格者証の写し 

監理技術者資格者証の交付番号を入力する場合，添付が不要になります。 

５ 継続雇用制度の適用を受けている技術職員名簿 

技術職員名簿作成画面で該当者にチェックを入れると，内容が自動的に反映されます。 

別途，継続雇用制度を活用していることが分かる就業規則又は労働協約を添付してください。 

６ ＣＰＤ単位を取得した技術者 

技術職員以外にCPD単位を取得した技術者がいる場合，「ＣＰＤ単位を取得した技術者名簿（技術

職員名簿に記載のある者を除く）」を作成してください。 

なお，「技術職員名簿」及び「ＣＰＤ単位を取得した技術者名簿（技術職員名簿に記載のある者を除

く）」の「CPD単位」欄には，必ず「CPD単位算出補助表」（宮城県ホームページからダウンロード）

により算出された単位数を記入してください。 

７ 技能者名簿 

技術職員名簿作成画面で該当者にチェックを入れると，内容が自動的に反映されます。 

技術職員以外の技能者がいる場合には，技能者名簿画面から入力してください。 

８ 公認会計士、会計士補、税理士、1 級・２級登録経理試験合格者の合格証・修了証明書 

  合格証明書番号を入力する場合、合格証及び講習修了証の添付を省略できます。 
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【添付書類の一覧】 

画面 JCIP の表示 添付する確認書類 

申請・届出内容 消費税の確定申告書の控え等 消費税確定申告書第一表

審査対象事業年度の消費税納税証明書 消費税の納税証明書（その１） 

納税情報を取得する場合は省略可。 

法人税確定申告書（別表十六（一）及び

（二）他） 

不要 

工事経歴書 不要 

（表示なし） 経営状況分析結果通知書 

認証キーを入力しない場合 

経営規模等評価

申請書・総合評定

値請求書 

前期の自己資本額を確認する資料 前年の経営状況分析結果通知書 

「17自己資本額」で2期平均を選択

した場合。 

技術職員名簿 技術職員の恒常的雇用，常勤性を証明す

る資料 

健康保険・厚生年金保険被保険者標準報

酬決定通知書（技術職員名簿記載者分）

健康保険未加入者は住民税の特別徴収

に係る届出又は役員給与等の内訳書 

（手引きP２３確認書類参照） 

新規に記載する技術職員がいる場合は

手引きP２３確認書類のいずれか。 

継続雇用制度の適用を受けている技術

職員がいる場合は，就業規則又は労働協

約 

 技術職員の資格等を証明する資料 手引きP２３確認書類

手引きP２４【資格証明書一覧】参照 

その他の審査項

目（社会性等） 

建設業退職金共済制度加入有を確認す

る資料 

項番【41】確認書類 

退職一時金制度若しくは企業年金制度

導入有を確認する資料 

項番【42】確認書類 

法定外労働災害補償制度加入有を確認

する資料 

項番【43】確認書類 

若年技術職員の継続的な育成及び確保

の該当有を確認する資料 

不要 
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前期の自己資本額を確認する資料 前年の経営状況分析結果通知書 

「17自己資本額」で2期平均を選択

した場合。 

技術職員名簿 技術職員の恒常的雇用，常勤性を証明す

る資料 

健康保険・厚生年金保険被保険者標準報

酬決定通知書（技術職員名簿記載者分）

健康保険未加入者は住民税の特別徴収

に係る届出又は役員給与等の内訳書 

（手引きP２３確認書類参照） 

新規に記載する技術職員がいる場合は

手引きP２３確認書類のいずれか。 

継続雇用制度の適用を受けている技術

職員がいる場合は，就業規則又は労働協

約 

技術職員の資格等を証明する資料 手引きP２３確認書類

手引きP２４【資格証明書一覧】参照 

その他の審査項

目（社会性等） 

雇用保険加入有を確認する資料 手引きP１４【41】確認書類 

健康保険加入有を確認する資料 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報

酬決定通知書を技術職員が記載されて

いるものを最低１名分添付。 

（ここでは全員分添付する必要はあり

ません。） 

手引きP１４【42，43】参照 

厚生年金保険加入有を確認する資料 
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新規若年技術職員の育成及び確保の該

当有を確認する資料 

不要 

CPD単位取得数を確認する資料 項番【46】確認書類

技能レベル向上者数を確認する資料 項番【47】確認書類

女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律に基づく認定の状況を確認

する資料 

項番【48】確認書類 

次世代育成支援対策促進法に基づく認

定の状況を確認する資料 

項番【49】確認書類 

青少年の雇用の促進等に関する法律に

基づく認定の状況を確認する資料 

項番【50】確認書類 

建設工事に従事する者の就業履歴を蓄

積するために必要な措置の実施状況 

項番【51】

建設技能者を大切にする企業の自主宣

言制度の宣言の有無 

項番【52】 

民事再生法又は会社更生法の適用有を

確認する資料 

項番【54】確認書類 

防災協定の締結有を確認する資料 項番【55】確認書類 

営業停止処分有を確認する資料 不要 

指示処分有を確認する資料 不要 

監査の受審状況を確認する資料 項番【58】「１」「２」確認書類 

経理処理の適正を確認した旨の書類 項番【58】「３」確認書類 

公認会計士等の数を証明する資料 項番【59】確認書類

公認会計士等の常勤性を証明する資料 項番【59】確認書類

対象者の健康保険・厚生年金保険被保険

者標準報酬決定通知書を添付 

二級登録経理試験合格者等の数を証明

する資料 

項番【60】確認書類

二級登録経理試験合格者等の常勤性を

証明する資料 

項番【60】確認書類

対象者の健康保険・厚生年金保険被保険

者標準報酬決定通知書を添付 

研究開発費を確認する資料 項番【61】確認書類 

建設機械の所有及びリース台数を確認

する資料 

項番【62】確認書類 

エコアクション２１の認証を証明する

資料 

項番【63】確認書類 

ＩＳＯ９００１の登録を証明する資料 項番【64，65】確認書類 
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その他の審査項

目（社会性等） 

建設業退職金共済制度加入有を確認す

る資料 

手引きP１５【44】確認書類 

退職一時金制度若しくは企業年金制度

導入有を確認する資料 

手引きP１５【45】確認書類 

法定外労働災害補償制度加入有を確認

する資料 

手引きP１５【46】確認書類 

若年技術職員の継続的な育成及び確保

の該当有を確認する資料 

不要 

新規若年技術職員の育成及び確保の該

当有を確認する資料 

不要 

CPD単位取得数を確認する資料 手引きP１６【49】確認書類

技能レベル向上者数を確認する資料 手引きP１６【50】確認書類

女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律に基づく認定の状況を確認

する資料 

手引きP１６【51】確認書類 

次世代育成支援対策促進法に基づく認

定の状況を確認する資料 

手引きP１７【52】確認書類 

青少年の雇用の促進等に関する法律に

基づく認定の状況を確認する資料 

手引きP１７【53】確認書類 

民事再生法又は会社更生法の適用有を

確認する資料 

手引きP１７【56】確認書類 

防災協定の締結有を確認する資料 手引きP１８【57】確認書類 

営業停止処分有を確認する資料 不要 

指示処分有を確認する資料 不要 

監査の受審状況を確認する資料 手引きP１８【60】「１」「２」確認書類 

経理処理の適正を確認した旨の書類 手引きP１８【60】「３」確認書類 

公認会計士等の数を証明する資料 手引きP１９【61，62】確認書類

公認会計士等の常勤性を証明する資料 手引きP１９【61，62】確認書類

対象者の健康保険・厚生年金保険被保険

者標準報酬決定通知書を添付 

二級登録経理試験合格者等の数を証明

する資料 

手引きP１９【61，62】確認書類

二級登録経理試験合格者等の常勤性を

証明する資料 

手引きP１９【61，62】確認書類

対象者の健康保険・厚生年金保険被保険

者標準報酬決定通知書を添付 

研究開発費を確認する資料 手引きP１９【63】確認書類 
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Ｉ ＳＯ１４００１の登録を証明する資

料 

項番【64，65】確認書類 

継続雇用制度の

適用を受けてい

る技術職員名簿 

技術職員の恒常的雇用，常勤性を証明す

る資料 

手引きP２３ 確認書類

ＣＰＤ単位を取

得した技術者名

簿 

（技術職員名簿

に記載のある者

を除く） 

技術職員の恒常的雇用，常勤性を証明す

る資料 

項番【46】確認書類

技術職員名簿に記載のない者の健康

保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決

定通知書を添付 

技能者名簿 技能者の恒常的雇用，常勤性を証明する

資料 

項番【47】確認書類

技術職員名簿に記載のない者の健康

保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決

定通知書を添付 
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その他の審査項

目（社会性等） 

建設機械の所有及びリース台数を確認

する資料 

手引きP２０【64】確認書類 

エコアクション２１の認証を証明する

資料 

手引きP２１【65】確認書類 

ＩＳＯ９００１の登録を証明する資料 手引きP２１【66，67】確認書類 

Ｉ ＳＯ１４００１の登録を証明する資

料 

手引きP２１【66，67】確認書類 

継続雇用制度の

適用を受けてい

る技術職員名簿 

技術職員の恒常的雇用，常勤性を証明す

る資料 

手引きP２３ 確認書類

ＣＰＤ単位を取

得した技術者名

簿 

（技術職員名簿

に記載のある者

を除く） 

技術職員の恒常的雇用，常勤性を証明す

る資料 

手引きP１６【49】確認書類

技術職員名簿に記載のない者の健康

保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決

定通知書を添付 

技能者名簿 技能者の恒常的雇用，常勤性を証明する

資料 

手引きP１６【50】確認書類

技術職員名簿に記載のない者の健康

保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決

定通知書を添付 
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